














































































































































































































































































支援の仕組みの創設，４. チーム医療の推進，５. 医療法人に関する制度の見直し，６. 医
療事故に係る調査の仕組み，７. 臨床研究の推進，８. その他の改正事項をその柱とす
る。本稿においては，その問題関心から，主として，１および５を取り上げる。
⒁　権丈善一「あるべき医療と二つの国民会議」週刊東洋経済2012年12月29日号９頁。
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争関係にある民間医療機関間において医療機能の分化・連携を推進していか
なければならないという課題に直面しているのである。
４. ２　医療法改正の動向
　医療部会意見は，平成25年12月に公表された。本稿執筆時点においては，
改正法案の内容は明らかにされてはいないが，医療部会意見は，法改正の方
向性を示すものと考えられる。そこで，その基本的考え方及び改革の具体的
方向性についての概要及び特徴を示すこととする。
　１) 医療機能の分化・連携に関する改革の概要
　①病床機能報告制度の創設
　医療機関が，その有する病床（一般病床及び療養病床）において担ってい
る医療機能の現状と今後の方向を選択し，病棟単位を基本として，都道府県
に報告する仕組み（病床機能報告制度）を，医療法上の仕組みとして創設す
る。また，医療機能の名称を「高度急性期機能」，「急性期機能」，「回復期機
能」及び「慢性期機能」の４区分とし，一般病床及び療養病床を有する医療
機関は各医療機能の内容に照らして，病棟ごとにこの中からいずれかを選択
して，都道府県に報告する。
　②地域医療ビジョンの策定
　都道府県においては，医療機能の分化・連携を進め，医療資源の適正な配
分を図り，医療・介護サービスの需要に対応できる地域医療提供体制を構築
するために，地域医療ビジョンを策定する。地域医療ビジョンについては，
地域の医療需要の将来推計や病床機能報告制度により医療機関から報告され
た情報等を活用し，二次医療圏等ごとに，各医療機能の将来の必要量等を含
む地域の医療提供体制の将来の目指すべき姿を示すものとして，これを都道
府県は医療計画の一部として策定し，その主な内容を，2025年の医療需要（入
院・外来別，疾患別患者数等），2025年に目指すべき医療提供体制（二次医療
圏等（在宅医療については市町村等を単位）ごとの医療機能別の必要量），目
指すべき医療提供体制を実現するための施策（例　医療機能の分化・連携を
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進めるための施設整備，医療従事者の確保・養成等）とする。
　③地域医療ビジョンを実現するために必要な措置（必要な病床の適切な区
分，都道府県の役割の強化等）
　医療機関の自主的な取組を支援し，また，医療機関相互の協議を実効的な
ものとするための措置として，四つの措置を挙げる。
　ａ）「協議の場」の設置
　都道府県は，医療機関や医療保険者等の関係者が参加し，個々の医療機関
の地域における機能分化・連携について協議する「協議の場」を設置する。
また，当該協議の実効性を高めるため，医療機関に対して，「協議の場」への
参加及び「協議の場」での合意事項への努力義務等を設ける。なお，その組
織運営は，公平・公正に行われる必要がある。
　ｂ）医療保険者の意見を聴く仕組みの創設
　ｃ）医療と介護の一体的推進のための医療計画の役割強化
　ｄ）新たな財政支援の仕組みの創設
　これらの措置を通じて，医療機関による自主的な取組や医療機関相互の協
議により機能分化と連携を進め，地域医療ビジョンの必要量に向けて病床数
を収斂させていくことを基本とする。但し，一定の場合には，実効性確保手
段としての措置を講ずる。
　ⅰ）病院の新規開設・既存医療機関による増床の場合
　都道府県知事は，医療計画の達成上必要な場合には，新規開設・増床の許
可の際に，不足している医療機能を担うことを条件に付し，事後的にその遵
守を求める。
　ⅱ）既存医療機関による医療機能の転換の場合
　第１に，既存医療機関が必要量に照らし過剰な医療機能に転換しようとす
る場合には，都道府県知事は，あらかじめ，医療機関に対して，医療審議会
での説明や転換計画書の提出を求めたうえで，転換にやむを得ない事情がな
いと求める場合には，医療審議会の意見を聴いて，転換の中止を要請・指示
することができることとする。さらに，現行法において，医療機関が都道府
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県知事の要請等に従わない場合における，開設者に対する管理者の変更命令
（医療法28条）のほか，医療機関名の公表，各種補助金の交付対象や福祉医
療機構の融資対象からの除外，および地域医療支援病院・特定機能病院の不
承認・承認の取消しを行う。第２に，「協議の場」が何らかの事情による機能
しなくなり，医療機関の自主的な取組だけでは機能分化・連携が進まない場
合である。現行法においても，公的医療機関に対しては，一定期間稼働して
いない病床の削減を命ずることが可能（医療法35条２項）であるが，公的医
療機関等以外の医療機関に対しても同様の制度を創設する。
　公的医療機関については，過剰な医療機能から不足している医療機能への
転換や回復期機能等の充実等の指示を，公的医療機関以外の医療機関につい
ては，同様の要請を行うことができることとする。医療機関が都道府県知事
の要請等に従わない場合には，医療機関名の公表および各種補助金の交付対
象や福祉医療機構の融資対象からの除外の措置を講ずることができることと
する。
　２) 法改正による医療機能の分化・連携の特徴
　当面は，医療機能の分化について，地域医療ビジョンで示された必要量に
向けて病床数を収斂させていくことが課題となると考えられるが，中長期的
には，医療機能報告制度の導入を前提に，地域医療ビジョンの内容が医療計
画に組み込まれたうえで，医療計画が実施されていくことが予定されている。
全体としては，介護との連携をも含めて医療計画の内容が多様化し，現行医
療法の措置に加えて，医療機関名の公表および各種補助金の交付対象や福祉
医療機構の融資対象からの除外の措置等の実効性確保手段が強化されていく
ことになる。医療計画の内容の多様化及び実効性確保手段の強化という点で，
医療法の医療提供体制基本法としての性格が強まると考えられる。
地域医療提供体制における連携と競争に関する法的考察
12
423
??
５　地域医療提供体制における連携と競争に関する基本的考え方
５. １　総説
　以上，みてきたように，医療提供体制の特徴は，私的供給の優位，自由開
業医制，およびフリーアクセスの３点にあり，それは，供給者である医療機
関と需要者である患者・国民との間で，それぞれの自由度が高い法的制度に
支えられている。このような基本構造の下で，医療機能の分化，連携，ひい
ては，医療と介護の連携，地域包括ケアネットワークを構築していくことが
喫緊の課題となっている。連携と競争を考察する際の基本的視点を明らかに
することが，制度設計及び運用の際に重要になると考えられる。
５. ２　連携と競争に関する基本的考え方（視点）
　現行医療供体制の特徴と法的構造を前提として，連携と競争に関して，ど
のような基本的な考え方をするべきであろうか。いくつかの視点を示すこと
とする。
　１) 医療提供体制全体における連携と競争
　医療法あるいは独占禁止法の個別法の個別事例の適用のみを論じるのでは
なく，医療提供体制全体における連携および競争のあり方を考察していくべ
きである。医療提供体制全体をみると，今後，病床機能報告制度を前提に，
地域医療ビジョンを策定し，医療計画に組み込んだ形で，医療計画の内容を
多様化させ，強化，実施していくことになる。地域医療提供体制の実態を踏
まえつつ，具体的な医療サービスを念頭において，連携と競争（市場）をど
のように考えるかという視点が必要になると思われる。また，需要者である
患者・国民の側からみて，複数の選択肢を残すべき医療サービスは何か（ど
の医療サービスについて市場あるいは競争を確保すべきか），さらには，その
市場における選択の支援をどうするべきか，すなわち，医療サービス市場の
特定とサービスの特徴に適合した選択支援制度の充実が必要となろう。
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　２) 規制の必要性，合理性の検討
　医療法を中心とする医療提供に対する規制は政府規制の一つとして，その
規制の目的ないし政策的必要性が事実に照らして明白か，規制の手段が目的
との合理的関連性を有するかが絶えず見直される必要がある。特に，規制手
法が目的達成に必要な範囲を超える目的と手段の均衡を失していないか（比
例性），規制方法の実効性が疑わしいなど目的と手段の不整合が生じていない
か（適切性），より競争制限的でない他の代替的な手段・手法がないか（必要
性）等が検討されるべきである(15)。医療法は，目的規定を定める１条におい
て，「医療提供施設相互間の機能の分担および業務の連携の推進のために必要
な事項を定める」とする。制度改革を行う際に，何についての連携（連携の
対象たる業務）をどのような手段（連携手段）で達成しようとするのかを明
確にするべきである。地域医療ビジョンを策定し，医療計画に組み込んだ形
で，実効性を確保していくことが予定されていることから，連携の対象，連
携手段および実効性確保手段について，規制の必要性，合理性等を法的側面
から考察するべきである。また，国民会議報告書において，政策目的として
挙げられている医師や診療科の偏在是正，高額医療機器の適正配置について
も，その規制の必要性，合理性等を上記の観点から検討するべきである。
　３) あるべき競争（市場）のありかた
　今後，協調（連携）を促進し医療機能の分化・連携を図るという方向性に
ついては，異論はないが，本稿で見てきたように，わが国における医療提供
体制は，法制度上，自由度の高い制度設計となっている。また，実態として
も，民間供給が主であり実際に競争が生じることは否定できない。競争を全
面的に一義的に否定するのではなく，どの医療サービス市場において，何を
（品質等）めぐる競争が望ましいのか，あるいは，望ましくないのかを政策
論として議論するべきである。
⒂　岸井大太郎ほか『経済法（第７版）』（有斐閣，2013年）350頁（岸井大太郎執筆部分）。
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　４) 患者・国民の選択の支援に関する制度と連携・競争との関係の明確化
　患者・国民の選択の支援に関連する制度の医療（介護）提供体制における
位置づけを明確にしていく必要がある。医療提供体制の下で，特定の医療あ
るいは介護サービスについて，患者・国民の選択の支援を，どの程度図って
いくべきなのか十分な検討を行う必要がある。
　５) 規制費用に関する検討（規制影響分析，競争評価）
　平成22年度より「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（政策評価法）
９条に基づく規制の事前評価の一部として，「競争評価」が導入された。規制
の事前評価とは，行政機関が，その所掌に係る政策について，適時その政策
効果（当該政策に基づく行政上の一連の行為が国民生活及び社会経済に及ぼ
し，又は及ぼすことが見込まれる影響）を把握し，必要性，効率性，有効性
等の観点から，自ら評価すること（政策評価法３条１項）である。競争評価
とは，規制の費用（遵守費用，行政費用，その他の社会的費用）の一つの項
目である「その他の社会的費用」の一つとして競争に対する影響を考慮（評
価）するというものである。規制の導入・改廃の際に，規制官庁に対し規制
の競争への具体的影響に関する「競争評価チェックリスト」の記入を求めて
いる。医療法を中心とする制度改革においても，医療機関の遵守費用および
行政費用がより少ない形で規制が行われることが望ましい。制度改革におい
て，医療法等による法的（直接）規制，ガイドライン，自主規制等の手法が
考えられるが，規制の費用という点からの考察をも必要であると考えられる。
　６) 地域特性に対応した医療提供体制を構築するための制度的枠組み（国，
自治体，専門職業団体の役割分担）
　「地域完結型」を指向する制度において，都道府県および地域における医
師会をはじめとする事業者団体の役割が重要であることは言うまでもない。
地域特性に対応できるような形での医療提供体制を構築するための制度的枠
組みが必要である。なかでも，中心的な役割を果たすと考えられる医師会の
活動については，公正取引委員会「事業者団体の活動に関する独占禁止法上
の指針」（平成７年10月30日）の遵守が求められるとともに，自主規制等の自
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律的な取組みが求められる。
６　今後の検討課題
　国民会議報告書及び医療部会意見の議論を踏まえたうえで，今後の検討課
題を指摘する。
　１) 機能分化，連携の推進に資する法的対応
　医療機能の分化促進の基本的枠組みは，病床機能報告制度の創設を前提に，
「各病床機能の必要量を基準化し，その過不足で病床数を規制する方法であ
る。地域医療提供体制の実態は地域によって多様であり，地域ごとに「地域
完結型」として対応することが望ましいのはいうまでもない。この視点から
は，地域の自主的な取組を促す制度として，「協議の場」を設定することの意
義は大きい。しかし，一方で，運営について，医療部会意見は，「組織運営
は，公平・公正に行われる必要がある」と指摘するものの，一定の懸念は残
る。競争関係にある医療機関が協議を行うことから，利害が対立し合意に至
らない場合，あるいは，紛糾することは十分ありうる事態である。規制費用
がより少ない規制手法が可能かどうかも含めて，実効性確保手段の有効性に
ついては，今後の課題になると考えられる。
　２) 医療法人に関する制度の見直し
　医療法人制度・社会福祉法人制度の見直しについて，国民会議報告書は，
「地域における医療・介護サービスのネットワーク化を図るためには，当事
者間の競争よりも協調が必要であり，その際，医療法人等が容易に再編・統
合できるよう制度の見直しを行うことが重要である。」と指摘している。医
療・介護サービスのネットワークの推進という政策目的の達成のために，「医
療法人等が容易に再編・統合ができるような制度設計」を内容とする手段が
必要である」という基本的考え方に依拠している。つまり，協調（連携）を
促進するための有力な手段として，医療法人の再編・統合が挙げられている
のである。さらに，統合の方法の一つとして，「非営利性ホールディング型医
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療法人」（複数の医療法人および社会福祉法人を社員とする非営利の新型医療
法人）の導入について，社会保障審議会医療部会に設置された「医療法人の
事業展開等に関する検討会」において検討することが予定されている。特に，
「非営利性ホールディング型医療法人」については，検討すべき点がある。
第１に，その設立趣旨を明確にするべきである。国民会議報告書において，
想定されている連携の対象は，「病床や診療科の設定，医療機器の設置，人
事，医療事務，仕入れ等」と多岐にわたる。何を対象とする連携を実現する
ための制度導入なのか，規制手法（制度導入）が目的達成に必要な範囲を超
える目的と手段の均衡を失していないか（比例性），より競争制限的でない他
の代替的な手段・手法がないか（必要性）という観点からの慎重な検討が必
要である。特に，大規模化が優先的目標にあるわけではないことを確認する
必要がある。第２に，導入時期も含め，導入の是非を地域医療提供体制の実
態を踏まえたうえで，検討する必要がある。第二次医療圏の中核病院の分布
状況は地域ごとに大きく異なる。第二次医療圏内に中核病院が単独の場合と，
複数ある場合では，異なる事態がありうる。例えば，単独の場合であれば，
当該中核病院を中心とした医療，介護グループが形成されることになる。そ
の場合には，グループ外の医療機関（介護施設も含む）を排除することのな
いシステムが望ましい。典型的には，患者の紹介ネットワークからの排除が
問題となりうる。また，複数（例えば，５中核病院）ある場合には，有力な
中核病院を基礎にグループ形成がなされ，その力を背景に，病床規制の際の
「協議」が進められることになれば，その統合過程において，大規模化，既
存の大規模な中核病院を主導としたグループ化形成による弊害も生じうる。
再編後の地域医療提供体制にあっても，患者・国民の選択の自由という視点
から，患者・国民が一定の情報に基づいて，一定の範囲内での適切な選択が
できるような体制が望ましい。「協議の場」での「協議」の公平性，客観性の
確保は，地域医療体制の再構築には不可欠であろう。
　３) 医療と介護の連携および地域包括ケアシステム
　高度急性期から在宅介護までの一連の流れにおいて，病床の機能分化は，
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川上に位置づけられる政策であり，退院患者の受入体制の整備は川下に位置
づけられる。この川上から川下までの医療および介護サービス提供者間の
ネットワーク化は，今後，切れ目のないサービスを確保していくうえで必要
不可欠となる。すなわち，医療機関間の連携だけではなく，医療と介護の連
携が必要となり，ひいては地域包括ケアシステムの形成が必要となる。医療
と介護の連携の場合には，まず，第一義的に，患者の移動（紹介，逆紹介）
という意味での「連携」が想定されているのであり，医療機能の分化・連携
と同様に，医療と介護の連携に伴う連携と競争（市場）についての考察が必
要である。切れ目のないケアサービスネットワークを構築するにあたって，
医療計画と介護保険事業計画との一体化に伴って，政策目的，連携の対象，
方法および実効性確保手段を検討する必要があるとともに，患者・国民の選
択の支援に資する制度（介護サービス情報公表制度等）の充実を図る必要が
ある。
　４) 患者・国民の選択の支援
　医療機能の分化・連携の促進，医療と介護の連携，および地域包括ケアシ
ステムのいずれにあっても，一定の範囲内で患者・国民の選択の自由を確保
することが必要である。そのための支援制度は，地域における医療介護提供
体制全体の信頼の維持のうえで非常に重要であると考えられる。
７　おわりに
　本稿は，地域医療提供体制の再構築に伴う規制を検討する際の連携と競争
に関する基本的考え方（視点）を明らかにしたものである。医療供給改革の
手法は，本稿で検討の対象とした医療計画および情報開示と選択に関する制
度の他にも，診療報酬，保険者機能，医学教育等があり(16)，それらの手法も
含め総合的に考察するべきであるが，本稿は，医療提供体制の法的構造及び
⒃　島崎・前掲（注４）373頁。
地域医療提供体制における連携と競争に関する法的考察
18
417
??
その特徴を明らかにしつつ，法的側面から連携と競争に関する基本的考え方
を示した。
　医療保障の分野においては，従来，「競争」あるいは「市場」といった概念
は，医療保障の基礎概念になじまないものとして，必ずしも十分に検討され
てこなかったように思われる。医療機能の分化・連携，医療と介護の連携，
地域包括ネットワークの構築を進めるなかで，わが国の医療福祉全般におい
て，民間にサービス整備を頼らざるをえなかったという経緯から，依然とし
て，民間医療機関及び福祉施設間には，事実上の競争は残らざるをえないの
である。また，法的側面からもサービスの供給者と需要者の自由度の程度と
いう点からは，自由度が高い制度設計となっている。今後，地域完結型を念
頭に，連携を進めれば進めるほど，主導権争いを中心とした連携競争が激化
し，競争関係にある医療機関間の利益対立が先鋭化する可能性がある。典型
的には，患者の意向を無視した形での患者の囲い込み等の競争者排除行為等
が行われる可能性もある。地域完結型の体制を指向するうえで，連携の必要
性と事実上の競争が残る状況を直視して，制度設計及び運用を図っていく必
要がある。反競争的行為を放置することによって，連携の促進を阻害するお
それも生じ，それは，また，地域医療提供体制全体への信頼低下にもつなが
りかねない。本稿で示した視点が必要である所以である。また，需要者に複
数の選択肢を残すべきサービスは何か，患者・国民の選択の支援に関する制
度のあり方とともに，制度を設計し，かつ運用していくべきである。
　今後，地域医療ビジョンの医療計画への組み込み等，医療法は，医療提供
体制基本法の性格が強まると考えられる。地域医療提供体制全体を俯瞰した
うえでの連携と競争の政策のあり方を検討する必要性は高まると考えられる。
　今後，医療法人規制のあり方等改正医療法の内容及びその運用を含めた個
別テーマについて，本稿で示した視点に立ちつつ，検討していきたい。
岡　法（63―３)
19
416
??
